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病原性微生物等の管理の強化について

国内におけるテロ事件発生に関する対応については、平成１５年１２月１５日付科
発第1215002号等により通知したところであるが、本通知にあるとおり、イラクをは
じめとする中東地域等のテロ情勢に鑑み、平成１５年１２月１２日にテロ対策関係省
庁会議により別添１の事項が確認されたところであり、生物剤等の危険物質の管理者
による自主管理の強化について、改めて一層の徹底を図ることとされたところである。
病原性微生物等の管理については、平成１３年１０月１５日科発第４５６号等によ

り貴部局所管下の機関における適切な管理をお願いしてきたところであるが、テロ関
係省庁会議による確認事項を踏まえ、改めて下記の点に十分留意し、貴部（局）所管
下の機関（衛生研究所、保健所、医療機関、衛生検査所等）における病原性微生物等
（病原性微生物及び毒素（細菌毒素、藻類毒素、真菌毒素、植物性毒素、動物性毒素））
の適切な管理をお願いする。
また、病原性微生物等の紛失、盗難が発生した場合には、迅速に警察当局に連絡す

るとともに、本職あて報告されるよう重ねてお願いする。
なお、国立感染症研究所病原体等安全管理規程を添付するので、適宜参考とされる

よう周知願いたい。



記

１．管理責任者の設置をはじめとする管理体制の確認

例：管理責任者による機関内の管理体制の確認

（管理者が設置されていない場合は、早急な管理責任者の設置）

２．病原性微生物等の適切な方法による保管の徹底

例：病原性微生物等を保管するフリーザー、キャビネット等への施錠

保管場所への立入りの管理

管理責任者による定期的な確認等

３．各病原性微生物等の危険度に応じた適切な設備、手順等による検査実施の徹底

４．病原性微生物等の台帳等による記録の作成・保管の徹底

５．病原性微生物等の適切な方法による廃棄の徹底

例：高圧蒸気滅菌処理、薬剤による消毒、化学薬品による分解等

６．他機関への病原性微生物等の分与の適正性の確保

例：分譲先での入手目的の確認

分譲先に関する記録の保管



別添１

平成１５年１２月１２日

テロ対策関係省庁会議における確認事項

現下のテロ情勢を踏まえ、関係省庁が一体となって、テロ関連情報の収
集・分析に努めるとともに、情報を十分に提供して国民の理解と協力を得つ
つ、次のような対策等の一層の徹底を図ることが確認された。

＜海外に渡航・滞在する日本人の安全対策＞
・ 情勢に応じ随時、渡航情報の発出等による海外に渡航・滞在  する
日本人、海外進出企業、旅行業者、ＮＧＯ等に対する注意  喚起の実
施

・ 海外邦人安全対策に関する海外進出企業や在留邦人に対する  セミ
ナー等による安全対策の啓発

・ 在外公館の警備強化

＜テロ防止のための水際対策の強化＞
○ 国際空港・港湾における危機管理体制の強化
・ 空港・港湾保安委員会の設置・活用
・ 内閣官房に水際危機管理チームの設置
・ 枢要な国際空港・港湾に空港・港湾危機管理官の設置等

○ 出入国管理等の強化
・ 関係機関との情報交換、連携強化による厳格な出入国審査、通関検査
の実施

・ 偽変造旅券等鑑識体制の強化
・ 主要空港のトランジットエリアのパトロール強化
・ 港湾等における外国貿易船等の海上からの監視の強化

○ ハイジャック対策等の強化 
・ 空港保安体制を最も厳しいフェーズＥ（最高レベル）で維持
・ 空港警備の強化

＜重要施設の警戒警備等＞
・ 警察、海保等による原発等我が国重要施設、米国等関連施設、公共交
通機関等に対する警戒警備の強化

・ 鉄道等の公共交通機関、大規模イベント会場等多数人の集まる施設、
ライフライン施設の管理者等による自主警備の強化

・ 核物質、放射性同位元素、化学剤、生物剤等の危険物質の管理者によ
る自主管理の強化

以上














































































